
























































































































事前的 競争制限的規制 業務分野規制,価格規制 (金利規刺 ,手数料率規制 ,保険料率)内外市場分断 ,新規参入規制,店舗規制,配当規制,有担保規制 ディスクロージャー制度格付け機関による金融機関の格付け
バ ラ ンスシ-ト規制 自己資本比率規制及び早期是正措
政 策 置
ポ ー T.フォリオ規制 流動性資産比率規制,大ロ融 規制 (大口信用供与規制),営業用不 産比率規制,為替持高規制

































































































































































































































































































































































































早期是正措置 ○ (条件付) ● (可能性)
預金保険制度 ○ ○/● (可能性)
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(5)千田･岡 ･藤原 (1997),pp89-101および pp.133-158,小村 ･守山 ･西脇 ･二上
(1997),pp169-182などを参照して作成｡
(6)対企業貸出しはリスクウェイトが100パーセントであるため,自己資本比率の基準達
成のために真っ先に圧縮される資産項目の一つとなる｡このため自己資本比率規制お
よび早期是正措置の存在が金融システムをかえって不安定化させることになってし
まったと考えられる｡
(7)事前的プルーデンス政策にはこの他に金融庁による立入 り検査や日銀考査も入れる
ことができるかもしれない｡これらについても監督者側が常日頃から金融機関に明確
な評価基準を周知徹底させておくことが金融機関の不確実性を減少させる上で重要だ
と思われる｡
(8)旧日銀法第25条に関わる部分であるが,新日銀法 (1998年4月施行)においては,よ
り踏み込んで次のような規定がなされている｡
第37条 金融機関の一時的かつ緊急の流動性不足には,日銀独自の判断で無担保の流動
性供給を行なう0
第38粂 経常の健全性に問題のある金融機関の処理その他信用不安の対処においては,
政府の要請を受け,日銀が政策委員会の議決を経て,必要な措置を実行する｡
以下の議論とも関わるが,この第38条は,日銀の独立性問題とも絡んで,不確実性の観点
から問題を残しているように思われるo山脇 (1998),pp231T232参風｡
(9)公衆の流動性選好 (-貨幣需要)要因として将来に対する不確実性の存在を強調した
エコノミストとして著名なのは,P.デヴィッドソン氏であるoDavidson(1978),邦訳
pp155-175などを参風のことQただし彼の議論はその後も一貫して,人間心理として
の不確実性の "変動"を無視しており,経済ショック後の ｢外生的不確実性｣の増大と
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いった考え方には至っていないO
(10)預金保険制度による金融機関側のモラル ･-ザードを回避する手段として,米国で
は各金融機関が抱えたリスクの大きさに応じて適用する保険料率を レーティングして
ゆく方法が採られている｡また,預金保険に頼らないナローバンキング提案もあるD小
額の貯蓄手段と決済手段のみを提供するナローバンク (狭義銀行)と積極的な資産運用
を行なう投資銀行とに銀行システムを二分化することによって,決済システムの破綻
を防LElLようという構想である｡ナローバンキング提案と不確実性の関係については,
本論文の続編において言及がなされる予定である｡
(ll) トゥ･ビッグ ･トゥ･フェイル,すなわち巨大金融機関の破綻がシステムに及ぼす
影響の大きさを考慮すると救済せざるを得ないという中央銀行が抱えるジレンマが指
摘されることがある｡90年代後半のわが国金融行政はまさにこの原理に従って運営さ
れてきたが,早期是正措置の精神とは明らかに矛盾する性質の考え方である｡事実,米
国においては1991年以降この際理は法的に適用されないことになった｡小村 t守山 .
西脇 ･二上 (1997),p181参照｡
(12)バブル崩壊 "前後"における邦銀格付けの隔たり,アジア通貨危機 "前後"におけ
るニーズ諸国の国債ならびに諸企業格付けの落差に鑑みれば,このことは明らかであ
る｡これは格付け機関自身の審査に落ち度があったというよりは,将来の情報はディス
クローズすることが不可能であるという不確実性の原理がそこに貫徹 していたと考え
た方がよいだろう｡
(13)相互援助は自発的に行なわれる場合と監督当局の指導にもとづいて行なわれる場合
の両方があろうOここでは特にその区別は問題にしないこととするO
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